
都市みらい推進機構
業務のご案内

一般財団法人

ごあいさつ

当機構は昭和 60 年に都市の活性化に関する総合的な調査・研究、情報・資料の収集・提

供などを行うことにより民間の技術と経験を活かしつつ、地域社会と調和した活力ある都

市づくりを推進することを目的に設立されました。設立当初は、鉄道跡地など大規模遊休

地を活用した都市拠点の開発構想の策定などの業務が中心でしたが、昨今は、その中身を

都市再生整備計画、地域のまちづくりの支援、都市再生プロジェクト、立地適正化計画、

エリアマネジメントなどの関連調査へと多様化してまいりました。この間、当機構は官民

連携の仲介役として豊富な経験と組織力により全国の多くのまちづくりの支援を行ってま

いりました。

また、平成 24 年３月に新しい公益法人制度に基づき内閣総理大臣より公益性の高い非営

利型の一般財団法人への移行認可を受け、同年４月より活動しております。

当機構の特徴的な業務を幾つかご紹介させていただきます。

１．当機構は、国などの都市政策の企画立案に関連した調査を積極的に行っています。近年、

人口減少・少子高齢化による社会構造の変化などを背景に、コンパクト・プラス・ネッ

トワークのまちづくりの推進、都市の国際競争力の強化、都市の防災減災対策の推進

などの大きな都市政策の流れが生じていますが、当機構は、国や地方公共団体などと

密接に連携を取りながら政策立案を支援する多様な調査活動を行っています。

２．当機構は地域のまちづくりの支援に積極的に取り組んでいます。近年、各地で市民、

行政の協働によるまちづくりが活発になっていますが、その取り組みを成功させるた

めにはまちづくりの段階や熟度に応じて適切な人材、資金、施設、アイデアを手当て

することが欠かせません。当機構はその担い手となるコーディネーターの育成、エリ

アマネジメント組織の組成、事業スキームの構築の支援を行っています。

３．当機構は、都市再生整備計画を活用した優れたまちづくりや土地活用の模範的事例を

表彰し、全国に情報発信する表彰制度（コンパクトなまちづくり大賞、先進的まちづ

くり大賞、土地活用モデル大賞）を実施し、その優れた取り組みを全国に発信していま

す。そのほかにも調査研究報告会やタイムリーなテーマを選んでの講演会の開催など

により、まちづくりに関する有用な情報を全国に発信するとともに、まちづくりに関

する意見や情報の交流の場としての役割をはたしています。

　　また、当機構には、これまでの業務活動に伴い、まちづくりに関連する豊富なデータ

が蓄積され、まち交ネット（都市再生整備計画の全国データベース）をはじめとする

独自のデータベースを保有し、ご活用いただいております。

４．当機構は、公正、中立な調査研究機関という立場を活かして、都市開発事業に参画す

る民間企業の選定など、透明性、公平性の確保を要する公募選定を行う事務局業務を

支援しています。

これらのほかにも、当機構では、まちづくりに関連する多様な調査・研究のご要望にお

応えしています。

当機構は、これからも新たなまちづくりの課題に積極的に取り組んでまいりますので、

皆様のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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機構の概要 Institute for Future Urban Development

機構関係諸団体 機構が事務局を担当して活動している諸団体

設　　立 昭和 60 年に建設大臣許可の財団法人として設立。平成
24 年３月に新しい公益法人制度に基づき内閣総理大臣よ
り公益性の高い非営利型の一般財団法人への移行認可を受
け、同年４月より新法人に移行。

目　　的 新しい都市拠点形成等の都市活性化に関する総合的な調
査・研究、情報・資料の収集等により、民間の技術と経験
を活かしつつ地域社会と調和した活力ある都市づくりの推
進を図ることを目的とする。

賛助会員数

業態別構成

第一種賛助会員（民間企業、団体等）… 37 社
第二種賛助会員（地方公共団体等）…35 団体　合計 72 団体

賛助会員構成（R1.12 末現在）

機構関係諸団体

役職員数 15 名

コンパクトな
まちづくり推進協議会

都市地下空間活用研究会
（略称：地下研）

アーバンインフラ・
テクノロジー推進会議

（略称：UIT）

当協議会の前身である「まちづくり情報交流協議会（平成 21 年 7 月設立）」にて都市再
生整備計画事業によるまちづくりに関する活動を進めてまいりましたが、コンパクトなま
ちづくりを一層進めていくためには、立地適正化計画制度によるまちづくりに関する活動
と併せて行うことがより有効であると考え、まちづくり情報交流協議会を発展的に改組し
平成 30 年 6 月 29 日、コンパクトなまちづくり推進協議会が新たに設立されました。
協議会では①講習会・勉強会・現地視察等の実施　②国土交通省等の最新情報の提
供　③まち交ネットの活用　④大賞制度の運営（コンパクトなまちづくり大賞並びに先進
的まちづくり大賞）等の活動を行っております。
 （会長）野志　克仁（松山市長）

都市の有効で秩序ある地下空間の多面的な利用のあり方を、計画、技術、制度、環境
等幅広い視点から調査研究し、提言することを目的に、産・官・学からなる会員が都市
の地下空間を活用して、豊かなライフスタイルを持続的に創出し、さらに新しいフロンティ
ア「地下空間」を切り開く活動を展開しています。
 （会長）岸井　隆幸　日本大学特任教授

技術研究発表会等の開催やまちづくりに関する情報・意見交換活動を通じて、広く都市
インフラ技術の開発を行っている民間企業と、それらの成果を都市づくりに活用する全
国の自治体等が連携して、都市インフラに関する技術開発の促進、その成果の都市づく
りへの普及・活用を図り、高度で豊かな都市社会の実現に寄与することを目的として活
動を展開しています。
 （会長）高橋　洋二　東京海洋大学名誉教授

組　　織
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■ コンサルタント 
■ 建設 
■ ディベロッパー 
■ メーカー 
■ エネルギー 
■ 金融 
■ その他 
■ 地方公共団体 
■ 公益法人等 

地下鉄（有楽町線） 江戸川橋駅下車（1a） 出口徒歩１分
●東京駅から / 山手線有楽町駅で地下鉄有楽町線に乗り換え約30分
●新宿駅から / 山手線池袋駅で地下鉄有楽町線に乗り換え約30分
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神奈川県
津久井 新川崎 本厚木駅周辺
海老名 戸塚駅西口周辺 相模大野駅西側
鎌倉市深沢 橋本 横浜返還施設跡地
港北ニュータウン みなとみらい21 海老名駅西口周辺
相模原市麻溝台・新磯野 京浜臨海部 村岡
横須賀 西さがみ 村岡・深沢
秦野 横浜中心部 鎌倉
愛川 西湘 小田原
小杉町三丁目東地区   伊勢原

沖縄県
那覇新都心
那覇栄町市場
那覇ガーブ川
宜野湾 豊見城
那覇 普天間
沖縄中南部首都圏

島根県 　松江 出雲

岩手県 盛岡駅西口 水沢 盛岡バスセンター

茨城県   日立駅周辺 常陸那珂 水戸駅南口
 日立中心市街地 　水戸 日立

岡山県 岡山駅南 岡山
広島県 東広島 府中

山形県 寒河江 鶴岡 山形駅西

青森県 八戸 黒石 青森操車場

福島県 会津若松 郡山大町 原町 いわき内郷
 須賀川 いわき市小名浜港北

宮城県 宮城野 仙台長町(あすと長町) 仙台
 東松島 仙台市　　岩沼市

熊本県　  熊本駅周辺　　南熊本駅周辺 愛媛県　
JR松山駅周辺

鹿児島県
鹿児島駅周辺
西鹿児島駅周辺
鹿児島都心部
鹿児島

佐賀県　  鳥栖

石川県 　金沢駅周辺

香川県　　
サンポート高松

奈良県
JR奈良駅周辺
西大寺周辺

山梨県　　甲府駅周辺

新潟県
新潟駅周辺 長岡操車場 長岡ニュータウン
新発田駅前 上越

三重県
　JR四日市駅周辺 
　　鈴鹿

和歌山県
御坊

大分県　  
臼杵   大分駅周辺

宮崎県
宮崎駅周辺 
延岡
宮崎駅西口

高知県
　高知駅周辺
中村
土佐橋

兵庫県
神戸新長田 播磨 神戸ポートアイランド
神戸谷上 豊岡 神戸ハーバーランド 
姫路駅周辺 姫路中島南 　　神戸

福岡県
大里本町 香椎 戸畑 東田 黒崎 　八女
　大牟田 小倉駅周辺 筥崎 福岡市域 徳力 八幡
折尾 末広 東折尾 北九州市域 北九州 福岡市（MIPIM）

大阪府
和泉中央丘陸
岩崎橋（大阪ドーム）
大阪臨海淀川左岸
大阪駅前地区（　　　 ）
堺市臨海・中心部
吹田 豊中
なんば 　大阪駅北
湊町 堺
龍華
大阪此花臨海
大阪市（MIPIM）

ダイヤモンド
地区

秋田県 　角館　　　秋田駅周辺　　本荘　　秋田　　湯沢

静岡県
清水 東静岡 袋井市愛野
袋井市新都心 清水駅北東
浜北中央北 掛川
静岡東部拠点（沼津）
沼津駅北  浜松鍛谷町

群馬県 桐生 高崎 前橋

東京都
　秋葉原駅周辺 東京臨海部 港区元麻布 東池袋五丁目
上野の山 浜松町駅周辺 飯田橋富士見二丁目 武蔵小金井駅南口第二
大田東南部 中央区湊 新宿西富久 虎ノ門駅前地区
汐留 港区南青山三丁目 金町駅北口周辺 南小岩6丁目地区
新木場 品川駅周辺 京橋二丁目西 豊洲グリーン・エコアイランド
新小岩 墨田 府中駅南口第一 東池袋四丁目2番街区
立川 足立 JR浜松町駅周辺 上野まちづくりビジョン
東久留米 板橋 中野駅周辺まちづくりアイデア募集 豊海地区
富士見二丁目 鐘ヶ淵 京急蒲田西口駅前 東京駅八重洲1丁目東地区
八重洲日本橋 淡路町二丁目 大泉学園駅北口 平井五丁目駅前地区
新宿サブナード 京島 日本橋室町三丁目 十条駅西口地区
多摩ニュータウン 千代田区 千代田区地下街等 中野二丁目地区
調布・東久留米中心市街地 東京都（MIPIM） 勝どき東

埼玉県
大宮北部拠点 浦和美園
さいたま新都心 　本庄
羽生 浦和駅周辺
東鷲宮 加須
さいたまシティセールス さいたまスマート
大宮駅・さいたま新都心 ホームコミュニティ
まちづくり活動

千葉県
市川 柏市旧吉田邸 千葉中央港 柏IT
千葉中心市街地 富津（青堀駅周辺） 千葉市臨海部 
野田中心市街地 千葉駅東口 幕張駅南口 
四街道中心市街地 木更津 銚子

栃木県 宇都宮駅東 小山駅周辺 宇都宮
 氏家 宇都宮中心市街地 JR宇都宮西口

凡　例
「都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）」関連の調査
「立地適正化計画」関連の調査 「旧新都市拠点整備事業等」関連の調査
「都市再生総合整備事業」関連の調査 「中心市街地活性化」関連の調査
「エリアマネジメント」関連の調査 「都市機能導入」等の調査
「大規模軍用地跡地」関連の調査 「低・未利用地有効活用」等の調査
「都市開発事業者」等募集・選定 震災復興関連調査
その他調査

北海道 
江別 東札幌 手稲東 篠路駅周辺 岩見沢 
釧路 創世1.1.1区 旭川駅周辺 函館 
札幌厚別  東神楽ひじり野 
札幌南２西３南地区 札幌北８西１地区

まち交ネット
まち交ネットは、全国 2,800 を超える
地区で実施されている都市再生整備
計画事業に関し事業活用地区、事業
内容等を検索できる機能を有し、ま
た、立地適正化計画を検索するシス
テムも新たに加え、人口や目標人口
数、誘導施設の詳細など幅広い条件
から、計画書やパブコメの実施等の
検索が可能な機能等を有した総合的
なポータルサイトです。

詳細はホームページ
URL：http://www.machikou-net.org/ をご覧ください。

富山県 　 富山駅北

長野県 長野駅周辺 岡谷 長野 上田交流・文化施設

山口県
小郡 幡生 下関細江 山口情報文化都市 宇部      下関

福井県 福井 敦賀

岐阜県
岐阜市都心北部 岐阜 岐阜香蘭 大垣 岐阜まるごと博物館 
岐阜中心市街地 岐阜駅周辺

京都府　　京都二条　　木津駅周辺　　福知山　　舞鶴東
滋賀県　　栗東　　 大津

愛知県
一州町 名古屋 大曽根 
名古屋線二丁目7番街区  
岡崎駅東  尾張西部
名古屋駅周辺  下志段味 
大幸南 西名古屋    笹島地区
名古屋市臨海部  安城駅周辺
豊田市中心市街地 東海市新田

合同講演会 プロジェクト説明会 調査研究報告会

主な事業活動

コンパクトなまちづくり大賞
（コンパクトなまちづくり推進協議会と共催）
コンパクトなまちづくり大賞は、地域の創意工夫のもと、コンパクトなま
ちづくりを推進し、他のモデルとなるまちづくりの取組事例を表彰して、
全国に紹介することを目的として、これまで 2 回実施した「コンパクト
シティ大賞」と 13 回実施した「まち交大賞」を発展的に統合し、事
業や取組の促進を支援しようとするものです。

土地活用モデル大賞
土地活用モデル大賞は、土地の有効活用や適切な維持管理に取り組み、
土地活用の模範的事例、「成功モデル」となる優れた事例を対象とし
て表彰するもので、平成 16 年度から実施しています。

まちづくりに関する
出版等の広報活動
●出版

「平成 29 年度版都市再生整備
計画事業ハンドブック」

●月刊紙
「都市みらい通信（IFUD LETTER）」

講演会・講習会・プロジェクト説明会、
調査研究報告会等の開催

先進的まちづくり大賞
（コンパクトなまちづくり推進協議会と共催）
先進的まちづくり大賞は、他の地域のモデルとなるような先進的まちづ
くりの取組を表彰し、国内外に広く情報共有、発信することにより、先
進的なまちづくり事例の普及や取組の一層の促進支援を図ることを目的
に、平成 28 年度から 30 年度まで国土交通省主催で実施された「先
進的まちづくりシティコンペ」を引き継いで実施するものです。

国土交通大臣賞
第１回　月岡温泉地区「歩いて楽しい温泉街へ」空き家・空き店舗再生事業

（新潟県新発田市）

国土交通大臣賞
平成16年度該当なし
平成17年度 鎌ヶ谷駅東口駅前プロジェクト（千葉県鎌ケ谷市）
平成18年度 四番町スクエアのまちづくり（滋賀県彦根市）
平成19年度 高松丸亀町商店街 A 街区第一種市街地再開発事業（香川県高松市）
平成20年度 ヤマザキマザック・オプトニクス研究所（岐阜県美濃加茂市）
平成21年度 篠崎駅西部地区連鎖型土地区画整理事業（東京都江戸川区）
平成22年度 城崎温泉・木屋町小路（兵庫県豊岡市）
平成23年度 出石小学校跡地整備事業（岡山県岡山市）
平成24年度 近江町いちば館（石川県金沢市）
平成25年度 オガールプロジェクト（紫波中央駅前都市整備事業）（岩手県紫波町）
平成26年度 区画整理との一体施行による大津西地区第一種市街地再開発事業（滋賀県大津市）
平成27年度 小杉町３丁目地区第一種市街地再開発事業（セントア武蔵小杉）（神奈川県川崎市）
平成28年度 「日本橋室町東地区開発」「日本橋本町二丁目特定街区開発」（東京都中央区）
平成29年度 京橋二丁目西地区第一種市街地再開発事業（京橋エドグラン）（東京都中央区）
平成30年度 氷見市北大町市有地利活用事業（富山県氷見市）
令和元年度 　防災体験型宿泊施設「KIBOTCHA」（宮城県東松島市）

防災体験型宿泊施設「KIBOTCHA」

BiVi 藤枝

総合戦略部門 国土交通大臣賞　
第１回　藤枝市（静岡県）

個別事業部門 国土交通大臣賞　
第１回　都城中央地区 都城市（宮崎県）

都城市立図書館

新潟飲物　プレミアムテイスト　香
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§  第 20 回理事会の開催

去る６月４日、第 20 回理事会を都市計画会館会議室において開催いたしました。
当機構理事長挨拶、国土交通省楠田都市計画課長の来賓挨拶の後、下記の議案が審議され、原案

どおり議決、承認されました。
また、下記の報告事項についての報告がありました。
当日の議題は以下のとおりとなっております。

○理事会
議　　案１．平成 30 年度事業報告（案）及び決算（案）について
議　　案２．公益目的支出計画実施報告書（案）について
議　　案３．理事及び監事の推薦について
議　　案４．第８回定時評議員会の招集について
報告事項１．財産の運用状況について
報告事項２．賛助会員の状況について

【目次】
・第 20 回理事会の開催 Ｐ１
・北８西１地区第一種市街地再開発事業特定業務代行者 Ｐ２ 
　選定委員会の結果について
・令和元年度 土地活用モデル大賞（第 16 回）の募集について Ｐ３
・土地活用モデル大賞受賞地区（過去５年間：平成 26 ～ Ｐ５
　30 年度）
・機構の活動状況 Ｐ６

主な受託業務

都市再生の推進

（主な受託先：国土交通省、都市再生機構、地方公共団体、民間等）　

シティホールプラザ　アオーレ長岡（長岡市）

地域の創意工夫を生かしたまちづくりの計画である「都市
再生整備計画」に基づいて、多数の市区町村が個性あふ
れるまちづくりに取り組んでいます。当機構は、これまで
に多くの市区町村における当該計画の策定等の支援を行っ
ています。
また、コンパクトシティを実現する「立地適正化計画」策定
や、都市再生緊急整備地域等の都市再生に重要な役割を
担うプロジェクトの整備推進に関連する調査を支援します。

土地の有効活用

氷見市北大町市有地利活用事業（全体概観）

社会・経済情勢の変化に伴い大都市・地方都市を問わず
都市内に多くの低・未利用地がみられ、都市の活力の低下、
環境問題等の課題として提起されています。当機構は、今
までに全国多数の低・未利用地の有効活用を支援してき
た経験があり、また、ソフト・ハード両面からの有効活用
事例や土地活用の先端事例を保有しており、これらのノウ
ハウを活用した土地活用の提案を行います。

地域のまちづくり支援

エリアマネジメントのイメージ

近年、各地で官民連携によるまちづくりが進
められるようになっており、そのための制度
や仕組みが拡充されています。地域ごとに
異なる課題に対応しながら効果的なまちづく
りを進めるためには、まちの特性にあった
人材、施設、資金、アイデア等を適切に手当
てすることが必要です。
当機構は、まちづくりを進めるうえで中心と
なるコーディネーターの育成、まちづくりの
計画や事業スキームの検討、エリアマネジメ
ントの検討や組織づくりなど、必要な支援を
行います。

都市拠点の整備

みなとみらい21（横浜市）

空洞化した中心市街地の活性化や、少子・高齢化社会に
対応したコンパクトな市街地形成は喫緊の課題となっており
ます。また、市街地の工場跡地や駅周辺の鉄道跡地等の
大規模空閑地等についても、利便性の高い都市基盤整備
や都市機能立地が望まれています。当機構は、構想計画
の策定や事業手法の検討など地域の顔としてふさわしい魅
力と活力ある拠点づくりを支援します。

地域住民・ 
活動団体等 

地権者等

地方公共 
団体等 

事業者等  

商店会等  
参画 
連携 

参画 
連携 

参画 
連携 

学校等 

参画 
連携 

参画 
連携 

エリアマネジメントの推進 
まちづくり
ルール等 イベント 情報発信 防災・防犯、

環境維持
公共施設

管理 
民間施設の
公的利活用

参画 
連携 

住民等の意識の向上や相互理解が進む 
良好なまちなみや景観が形成される 

にぎわい創出や集客効果 
公共施設管理費の財政負担の軽減等の効果 

国土交通省調査（主なもの）（平成 26 年度～）

特定業務代行者選定審査委員会

都市開発事業者等の公募選定
近年、都市開発事業に参画する民間事業者を
決定するに当たり、より透明性、公平性を確
保したうえで公募により選定することが多くみ
られるようになっております。
当機構は、公益性の高い法人として客観、公平、
透明性を確保した公募・選定事務局の支援機
関としての定評を得ており、今までに、都市開
発・土地活用の事業コンペ、設計コンペ、都
市開発事業の業務代行者等の選定の多数の実
績を積んできました。この経験を活かして、官
民の都市開発・土地活用の事業者の適切な公
募・選定を支援します。

テーマ 件　名 年　度 担当部署
先進的まちづくり関連 先進的まちづくりモデル推進調査検討業務 平成29､30年度 都市政策課
エリアマネジメント関連 新たな都市基盤の整備 ･管理手法及び海外への情報発信方策に係る検討調査 平成26年度

まちづくり推進課都市基盤技術等情報発信関連 新たな都市基盤の整備 ･管理手法及び海外への情報発信方策に係る検討調査 平成26年度
大都市における国際競争力強化に向けた官民連携の現況及び情報発信方策に係る検討業務 平成27年度

立地適正化計画関連 集約的都市構造の推進に向けた合意形成手法に関する検討調査 平成27年度 都市計画課市街地外縁部における土地利用適正化方策に関する調査 平成29年度

市街地整備のあり方関連 市街地整備課

今日の課題に対応した既成市街地の再整備のための市街地開発事業制度のあり方検討業務 平成26年度
既成市街地の更新方策検討業務 平成27年度
新たな市街地整備手法の推進方策検討業務 平成28年度
既成市街地の再整備等に対応した市街地再開発事業の実施方針検討業務 平成29年度
地域の活性化に資する既成市街地の再整備等に係る事業の実施方策検討業務 平成30年度
持続可能な市街地再開発事業の推進方策検討業務 平成30年度

地下街の防災対策関連 街路交通施設課
地下街の防災対策推進に関する検討業務 平成26､27年度
地下街のバリアフリー対策等に関する検討業務 平成28年度
地下空間施設における安全対策等に関する調査検討業務 平成29年度
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都市みらい推進機構
業務のご案内

一般財団法人

ごあいさつ

当機構は昭和 60 年に都市の活性化に関する総合的な調査・研究、情報・資料の収集・提

供などを行うことにより民間の技術と経験を活かしつつ、地域社会と調和した活力ある都

市づくりを推進することを目的に設立されました。設立当初は、鉄道跡地など大規模遊休

地を活用した都市拠点の開発構想の策定などの業務が中心でしたが、昨今は、その中身を

都市再生整備計画、地域のまちづくりの支援、都市再生プロジェクト、立地適正化計画、

エリアマネジメントなどの関連調査へと多様化してまいりました。この間、当機構は官民

連携の仲介役として豊富な経験と組織力により全国の多くのまちづくりの支援を行ってま

いりました。

また、平成 24 年３月に新しい公益法人制度に基づき内閣総理大臣より公益性の高い非営

利型の一般財団法人への移行認可を受け、同年４月より活動しております。

当機構の特徴的な業務を幾つかご紹介させていただきます。

１．当機構は、国などの都市政策の企画立案に関連した調査を積極的に行っています。近年、

人口減少・少子高齢化による社会構造の変化などを背景に、コンパクト・プラス・ネッ

トワークのまちづくりの推進、都市の国際競争力の強化、都市の防災減災対策の推進

などの大きな都市政策の流れが生じていますが、当機構は、国や地方公共団体などと

密接に連携を取りながら政策立案を支援する多様な調査活動を行っています。

２．当機構は地域のまちづくりの支援に積極的に取り組んでいます。近年、各地で市民、

行政の協働によるまちづくりが活発になっていますが、その取り組みを成功させるた

めにはまちづくりの段階や熟度に応じて適切な人材、資金、施設、アイデアを手当て

することが欠かせません。当機構はその担い手となるコーディネーターの育成、エリ

アマネジメント組織の組成、事業スキームの構築の支援を行っています。

３．当機構は、都市再生整備計画を活用した優れたまちづくりや土地活用の模範的事例を

表彰し、全国に情報発信する表彰制度（コンパクトなまちづくり大賞、先進的まちづ

くり大賞、土地活用モデル大賞）を実施し、その優れた取り組みを全国に発信していま

す。そのほかにも調査研究報告会やタイムリーなテーマを選んでの講演会の開催など

により、まちづくりに関する有用な情報を全国に発信するとともに、まちづくりに関

する意見や情報の交流の場としての役割をはたしています。

　　また、当機構には、これまでの業務活動に伴い、まちづくりに関連する豊富なデータ

が蓄積され、まち交ネット（都市再生整備計画の全国データベース）をはじめとする

独自のデータベースを保有し、ご活用いただいております。

４．当機構は、公正、中立な調査研究機関という立場を活かして、都市開発事業に参画す

る民間企業の選定など、透明性、公平性の確保を要する公募選定を行う事務局業務を

支援しています。

これらのほかにも、当機構では、まちづくりに関連する多様な調査・研究のご要望にお

応えしています。

当機構は、これからも新たなまちづくりの課題に積極的に取り組んでまいりますので、

皆様のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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機構の概要 Institute for Future Urban Development

機構関係諸団体 機構が事務局を担当して活動している諸団体

設　　立 昭和 60 年に建設大臣許可の財団法人として設立。平成
24 年３月に新しい公益法人制度に基づき内閣総理大臣よ
り公益性の高い非営利型の一般財団法人への移行認可を受
け、同年４月より新法人に移行。

目　　的 新しい都市拠点形成等の都市活性化に関する総合的な調
査・研究、情報・資料の収集等により、民間の技術と経験
を活かしつつ地域社会と調和した活力ある都市づくりの推
進を図ることを目的とする。

賛助会員数

業態別構成

第一種賛助会員（民間企業、団体等）… 37 社
第二種賛助会員（地方公共団体等）…35 団体　合計 72 団体

賛助会員構成（R1.12 末現在）

機構関係諸団体

役職員数 15 名

コンパクトな
まちづくり推進協議会

都市地下空間活用研究会
（略称：地下研）

アーバンインフラ・
テクノロジー推進会議

（略称：UIT）

当協議会の前身である「まちづくり情報交流協議会（平成 21 年 7 月設立）」にて都市再
生整備計画事業によるまちづくりに関する活動を進めてまいりましたが、コンパクトなま
ちづくりを一層進めていくためには、立地適正化計画制度によるまちづくりに関する活動
と併せて行うことがより有効であると考え、まちづくり情報交流協議会を発展的に改組し
平成 30 年 6 月 29 日、コンパクトなまちづくり推進協議会が新たに設立されました。
協議会では①講習会・勉強会・現地視察等の実施　②国土交通省等の最新情報の提
供　③まち交ネットの活用　④大賞制度の運営（コンパクトなまちづくり大賞並びに先進
的まちづくり大賞）等の活動を行っております。
 （会長）野志　克仁（松山市長）

都市の有効で秩序ある地下空間の多面的な利用のあり方を、計画、技術、制度、環境
等幅広い視点から調査研究し、提言することを目的に、産・官・学からなる会員が都市
の地下空間を活用して、豊かなライフスタイルを持続的に創出し、さらに新しいフロンティ
ア「地下空間」を切り開く活動を展開しています。
 （会長）岸井　隆幸　日本大学特任教授

技術研究発表会等の開催やまちづくりに関する情報・意見交換活動を通じて、広く都市
インフラ技術の開発を行っている民間企業と、それらの成果を都市づくりに活用する全
国の自治体等が連携して、都市インフラに関する技術開発の促進、その成果の都市づく
りへの普及・活用を図り、高度で豊かな都市社会の実現に寄与することを目的として活
動を展開しています。
 （会長）高橋　洋二　東京海洋大学名誉教授

組　　織
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■ コンサルタント 
■ 建設 
■ ディベロッパー 
■ メーカー 
■ エネルギー 
■ 金融 
■ その他 
■ 地方公共団体 
■ 公益法人等 

地下鉄（有楽町線） 江戸川橋駅下車（1a） 出口徒歩１分
●東京駅から / 山手線有楽町駅で地下鉄有楽町線に乗り換え約30分
●新宿駅から / 山手線池袋駅で地下鉄有楽町線に乗り換え約30分
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